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１ 水産業を巡る概況  
 

（１）東日本大震災からの復旧状況 

平成２３年３月１１日午後２時４６分，三陸沖を震源として「平成２３年東北地方太平洋沖地震」が

発生しました。地震の規模はマグニチュード９．０を記録し，それに伴い発生した津波は，宮城県石

巻市鮎川で８．６ｍ以上（津波観測施設で観測された最大の高さ）となり，本県沿岸全域に押し寄

せました（以下「東日本大震災」という。）。 

水産業関連の被害額については，約６，８０４億円（うち，津波によるものは，約６，７９３億円：平成

２５年４月現在）となっています。 

県では，平成２３年１０月に，「宮城県水産業復興プラン」を策定し，平成２５年度までを「復旧期」

と位置づけ漁業協同組合や水産加工業協同組合など関係団体と連携して，生産基盤や生活基

盤の整備を促進し，漁業や水産加工業の早期再開に努めました。 

震災から３年が経過し，復旧に向けた取組を一層加速するとともに，本格的な復興に向けた取組

を強化するために，「宮城県水産業復興プラン」を見直し，平成２６年１０月に「みやぎ海とさかなの

県民条例」に基づき．新たな「水産業の振興に関する基本的な計画」を策定しました。  

新たな計画では，本県水産業の抜本的な再構築により，水産都市や漁村の地域特性を踏まえ

た復興を進め，再生期の終期である平成２９年度までに震災前の状況に戻し，以降，平成３２年度

までの発展期において，競争力と魅力ある水産業の再構築と漁村地域の活性化を図り，震災前以

上に発展させることとしています。 

平成２８年度末における復旧状況は次のとおりとなっています。 

●漁港：復旧工事の復旧状況については，災害査定件数ベースの着手率は県全体で９３％（う

ち県管理漁港９１％，市町管理漁港９４％）となっています。また，完成率は県全体で 

６８％（県管理漁港６８％，市町管理漁港６８％）となっています。 

●漁船：震災前に稼働していた漁船９，０００隻のうち，平成２８年度末までに復旧を終えた漁船

は約８，８００隻となり，復旧率は約９８％となっています。 

●漁業：刺網漁業やランプ網漁業，小型底びき網漁業などの沿岸漁業は平成２２年度の許可

実績と比較すると，それぞれ約５０％，約８８％，約４５％が操業を再開しています。また

定置網漁業については２２９ヶ統が操業を再開しています。 

●養殖業：養殖施設は約５万１千台（約１００％）が設置済となり復旧が完了しました。また，カキ

処理場などの共同利用施設も計画件数８４６件のうち約９９％にあたる８４４件が完了し

ました。 

平成２８年度漁期の生産量は，カキ１，６２７㌧，ノリ４０９百万枚，ワカメ１１，１１６㌧，

ギンザケ１２，１５９㌧となっており，復旧率は，カキ約３９％，ノリ約６１％，ワカメ約８１％，

ギンザケ約８９％となっています。 

●魚市場水揚：平成２８年（１～１２月）の主要５魚市場の水揚げ量は，２４２千㌧，金額は５６７億

円で，水揚量は約７６％，水揚金額は約９４％まで回復しています。 

●水産加工：製氷・貯氷能力は震災前の約９６％，冷蔵・冷凍能力は約７７％まで復旧し，水産

加工業者も約８９％の施設が復旧しました。 
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（２）東日本大震災からの復旧・復興に向けた国の動き 
平成２３年１２月に「東日本大震災復興特別区域法」が施行されたほか，平成２４年２

月には「東日本大震災復興基本法」に基づき復興庁が設置され，復興に関する行政事務の

円滑かつ迅速な遂行が図られています。 

 さらに，「東日本大震災復興交付金」制度が創設され，被災自治体の復興計画に基づき

復興が進むよう，漁業集落防災機能強化事業や水産物共同利用施設復興整備事業など様々

な事業が創設されました。 

 水産庁においても，平成２３年６月に「水産復興マスタープラン」を策定したほか，平

成２４年３月に策定された「水産基本計画」にも，震災からの復興を位置付け，水産業の

復興については政府を挙げて取り組むことを明確にしています。 

 平成２５年度においては，１２月に「農林水産業・地域の活力創造プラン」が策定され，

施策の展開方向として，水産日本の復活と併せ，東日本大震災からの復旧・復興が明記さ

れ，食料供給基地として再生するとともに，創造と可能性の地として「新しい東北」をつ

くりあげるとしています。また，平成２６年度には復興庁において「産業復興創造戦略」

が策定され，復興の加速化と「新しい東北」の創造を実現するため産業復興を推進すると

しています。更に水産庁では平成２４年３月に策定した水産基本計画から概ね５年が経過

し，水産業，漁村をめぐる情勢が変化していることを踏まえ，平成２８年４月に農林水産

大臣から，水産政策審議会に対して，新たな水産基本計画の変更についての諮問が行われ

ました。  

これらを踏まえ，水産庁の復旧復興予算は，平成２３年度は補正で７，３４０億円が予

算措置され，その後も，復旧・復興に全力を尽くすため平成２４年度は８４３億円，平成 

２５年度は２，１２１億円，平成２６年度は１，８５５億円，平成２７年度は１，６６７

億円，平成２８年度は１，２７９億円，平成２９年度は６７７億円が措置されています。 

 

（３）「水産業の振興に関する基本的な計画」の推進 
水産業の復旧を一層加速するとともに本格的な復興に向けた取組を強化するために，平

成２６年１０月に「みやぎ海とさかなの県民条例」に基づき，新たに策定した「水産業の

振興に関する基本的な計画」の「再生期」３年目の取組を推進しました。  

「新たな水産業の創造」を目指し，４つの重点施策を実施するにあたり，市町村や国の諸

施策などと効率的な連携を図り，本県水産業の早期復旧・復興に向けた取組を展開してい

ます。  

 

（４）「みやぎ水産の日」の取組等 
東日本大震災以降，水産関係者の不断の努力により，生産基盤は復旧し，漁業生産も着

実に回復してきました。県内産地魚市場の水揚量も震災前のレベルまで回復し，背後地の

生産体制も徐々に整いつつありますが，震災の影響により失われた販路は未だに回復して

いない状況にあります。本県の水産業が以前の活気ある姿を取り戻すためには県内水産物

の消費拡大に努めていく必要があります。  

県では平成２６年１１月から毎月第３水曜日を「みやぎ水産の日」と定め，市場や量販店などの流

通業界とも広く連携して，消費者に対して県産水産物の積極的な PR を各地で行っています。 
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また，首都圏での県産水産物の知名度アップ，販路の拡大を図るため，ウェブサイト「みやぎの漁

師便」でみやぎの水産物の魅力や，首都圏でみやぎの水産物を扱う飲食店１００店舗などを紹介す

るとともに，県の支援により宮城県漁業協同組合が整備したキッチンカーによる，首都圏６地域での

宮城県産カキなどの試食ＰＲを行いました。 

 

（５）高度衛生管理型荷さばき所の整備 
全国有数の漁業生産量を誇る宮城の水産業を支える５つの主要魚市場は，東日本大震災

に伴う大津波により大きな被災を受けました。  

全国的な水産物の生産・流通の拠点として，国民に安全安心な水産物を提供するための

流通機能の強化を図るため，国が定めた高度衛生管理基本計画に基づき，高度な衛生管理

に対応した荷さばき所などの整備を進めました。  

平成２７年度の石巻市水産物地方卸売市場石巻売場に続き，平成２８年度は，南三陸町

地方卸売市場が平成２８年６月に完成し，全面供用が開始されました。  

 

（６）水産技術総合センター気仙沼水産試験場の再建 
本県北部海域の試験研究の拠点として，昭和４４年に建設された気仙沼水産試験場は東

日本大震災により全壊したため，施設の復旧を進め，平成２８年６月に竣工しました。  

新たな気仙沼水産試験場では，本県北部海域の魚介藻類の増殖技術の改良と新品種の開

発，磯根資源の維持増大などに関する調査など従来の試験研究のみならず，種苗生産棟の

一部をオープンラボとして開放し，漁業者が種苗生産技術を学習したり実際にワカメやホ

ヤなどの種苗生産を実施することが可能となりました。  

本試験場の再建で，被災した水産試験研究機関全ての復旧が完了し，試験研究の体制が

整備されました。  

 

（７）第５５回農林水産祭（水産部門）天皇杯の受賞 
｢第２１回全国青年・女性漁業者交流大会｣（ＪＦ全漁連主催）が平成２８年３月１日，

２日の２日間に渡り，東京都で開催されました。本大会には北海道から沖縄まで，全国か

ら３９の青年・女性グループが参加し，宮城県漁業協同組合の唐桑町浅海漁業協議会青年

部が宮城県を代表して出場し，最優秀賞に相当する農林水産大臣賞を受賞しました。  

さらに，過去１年間の農林水産大臣賞を受賞した中から特に優れた事例を表彰する第  

５５回農林水産祭の式典が平成２８年１１月２３日に東京都代々木の明治神宮会館で開催

され，７部門５０９点の中から水産部門では唐桑町浅海漁業協議会青年部が最高賞の天皇

杯を受賞しました。地元小学校との連携のもと，震災の苦難を乗り越え１０年間にわたっ

て活動を継続し，その蓄積を基に一連のカキ養殖作業工程などを学ぶ総合的な体験型の学

習プログラムを構築したことが高く評価されました。  

 

（８）「みやぎ漁師カレッジ」短期研修の開催 
本県の沿岸漁業者数は高齢化や後継者不足により減少の一途を辿っており，東日本大

震災でこの傾向は一層顕著となりました。本県そして本県沿岸市町の重要な基幹産業で

ある水産業を維持・発展していくためには，新規就業者の確保・育成が不可欠です。 

県では，平成２８年度から「みやぎの漁業担い手確保育成支援事業」を立ち上げ，就

3



 

業相談から就業開始・定着までの一貫した支援ができるワンストップ窓口として「宮城

県漁業就業者確保育成センター」を平成２８年１０月に（公財）宮城県水産振興協会内

に開設しました。また，５日間の日程で開催した短期研修には県内外から８名が参加し，

宮城の水産業の概要を学び，カキ養殖や小型定置網の網起こしなどを体験し，漁師にな

るために必要な基礎知識を習得しました。 

 

（９）第４０回全国豊かな海づくり大会の宮城県開催決定 
平成３２年度の「第４０回全国豊かな海づくり大会」の本県開催が決定しました。全国

豊かな海づくり大会は，海に感謝する立場から「水産資源の維持培養」，「自然環境保全」

及び食生活を担う「水産業の振興」を理念に昭和５６年から年１回開催されている全国的

な行事です。「全国植樹祭」，「国民体育大会」とともに，天皇皇后両陛下の御臨席が慣

例となっている「三大行幸啓」の一つとなっています。  

平成３２年度は，東京オリンピックの開催年であるとともに，東日本大震災から１０年

目にあたり，また，「宮城県震災復興計画」に定めた発展期の最終年度でもあります。大

会では，復興を果たした本県水産業を全国に発信できる大会となるよう，準備を進めてい

きます。 
 

（１０）福島第一原子力発電所事故による影響 
東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下「福島第一原発」という。）では，東日

本大震災により，設置されている６基の原子炉のうち，１号機，２号機，３号機，４号機

で水素が原因とされる爆発が生じたとされています。  

この事故により，高濃度の放射性物質を含む汚染水の海洋への流出をはじめ，大量の放

射性物質が環境中に拡散しました。  

現在，東京電力株式会社では，廃炉・汚染水対策として，使用済燃料プールからの燃料

の取り出し，燃料デブリの取り出し，サブドレンのくみ上げなどを行っていますが，未だ

終息していない状況にあります。  

このため，原発事故に伴う一部魚種の出荷制限や韓国などへの水産物の輸入禁止措置な

ど水産業への影響が続いています。  

 

（１１）全国各都道府県からの応援職員の派遣 
震災以降本県には，地方自治法に基づき全国各都道府県から多数の応援職員が派遣され

ています。  

水産関係機関についても，県庁の水産関係課をはじめ，各地方振興事務所水産漁港部に

全国１５都道県（北海道，埼玉県，東京都，神奈川県，富山県，石川県，愛知県，三重県，

兵庫県，高知県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県）から２７名の応援職員

が派遣されており，本県職員とともに漁港の復旧や漁業再開支援など，復興に向けた様々

な業務に携わっています。  
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２ 水産業の現状  

 

 

＜本県の地勢＞ 

本県は，東に太平洋を臨み，西部一帯は奥羽山脈，北東部には北上山地，南部には阿武隈山地が連

なっており，北上川，鳴瀬川，名取川，阿武隈川などの大河川が大崎平野や仙台平野を貫き，仙台湾

や追波湾に注いでいます。 

県土面積は７，２８２ｋ㎡で国土面積（３７７，９７２ｋ㎡）の１．９％を占め（平成２８年１０

月１日現在，国土地理院調査），海岸線は総延長約８２８ｋｍ（県土木部河川課調査）に及び，ほぼ

中央部に突出した牡鹿半島を境に南北で異なる様相を呈しています。 

北は複雑な屈曲を有するリアス式海岸，南は一部松島湾を除いて平たんな砂浜海岸が仙台湾を形成

しています。 

こうした山地，河川，海岸線が織りなす複雑な地形は，各地に景勝地を作り出すとともに，水産業

においては，小湾を利用した養殖業や漁船漁業などが発達する基盤となりました。 

一方，本県沖合は，黒潮分派，親潮分枝，津軽暖流の寒暖流が交錯する生産性の高い海域であり，

金華山・三陸沖漁場は世界四大漁場の一つとして知られています。 

また，本県には全国的にも名高い塩釜，石巻及び気仙沼の特定第３種漁港をはじめ１４２の漁港と

９ヶ所の水産物産地卸売市場があり，世界有数の金華山・三陸沖漁場やリアス式海岸と砂浜海岸によ

って形成された沿岸の好漁場からの恵みとして多種多様な魚介藻類が水揚げされています。 

 
 

（１）東日本大震災について（被害の概要） 
イ はじめに 

 平成２３年３月１１日午後２時４６分，三陸沖（北緯３８．１度，東経１４２．９度，宮城県牡鹿

半島の東南東１３０ｋｍ付近）を震源として，｢平成２３年東北地方太平洋沖地震｣が発生しました。

地震の規模は，我が国の観測史上最大のマグニチュード９．０を記録し，これに伴い発生した津波は，

東北太平洋岸をはじめとして全国広範囲の沿岸に到達し，震源に近かった本県では，特に大きな津波

となって押し寄せ，石巻市鮎川で８．６ｍ以上の高さを記録しました（気象庁発表）。 

 この地震・津波による本県の死者は１０，５５８人（関連死を含む），行方不明者は１，２３３人

（平成２９年３月現在）となっており，本県の水産業に従事する方々も犠牲になりました。また，住

宅被害は全壊が８３，００１棟，半壊が１５５，１２９棟，一部損壊が２２４，２０２棟（平成２９

年３月現在）となっており，多くの県民が住居や家財を失い，また，電気，ガスなどのライフライン

も大きな被害を受けました。この地震に伴う地殻変動により，本県の沿岸全域で地盤沈下が観測され，

石巻市ではおよそ１００ｃｍ沈下しました。 

  

ロ 水産業関連の被害 

水産業関連では，沿岸の１４市町で漁船や漁港，養殖施設はもとより，流通・加工などの関連産業

が甚大な被害を受けており，全体の被害額は現時点で６，８０４億円（うち，津波被害額は６，７９３億円）

となっています（平成２５年４月現在）。 
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（イ） 漁船等被害 

    １２，０２３隻    被害額 １１２，９２８，０００千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 被害隻数は宮城県漁協各支所からの聞き取り結果 

  船価は，建造申請書の見積価格より次のように設定 

 ・船外機船 １００万円 ・５トン未満漁船 ２，５００万円 ・５～１０トン漁船 ６，５００万円 

・１０～１５トン漁船 ９，５００万円 ・１５～２０トン漁船 １２，０００万円 

 

（ロ） 漁港施設被害 

    ２１３箇所     被害額 ４３８，５７９，５３４千円  

 

（ハ） 水産施設被害 

    ５７７箇所     被害額 ４８，１６８，５７５千円  

イ） 共同利用施設（カキ処理場，荷捌き所など 構造改善施設） 

     ４７６施設     被害額  ２４，２４４，７４２千円  

ロ） 流通加工施設（魚市場荷捌き施設，冷凍冷蔵施設など） 

     ８５施設      被害額  ２２，９９６，５６４千円  

ハ） 内水面施設（サケマス増殖場，内水面養魚場） 

    １６施設      被害額 ９２７，２６９千円 

ニ） 水産加工場，冷凍冷蔵庫  ※被害額合計に含めない 

     ６８０施設     被害額 １９２，４００，０００千円  

 

（二）養殖施設被害 

      ６７，１５８箇所   被害額 ２８，１６７，９７６千円            

イ） 養殖施設 

     ６７，１４４施設    被害額 ２６，８９８，２６６千円  

養殖種類 施設数 被害額 

のり 25,275施設 3,492,927千円 

わかめ 19,181施設 3,058,507千円 

こんぶ 1,367施設 85,135千円 

わかめ・こんぶ兼用 235施設 61,828千円 

船舶区分 隻数 被害額 

船外機船 9,533隻 9,533,000千円 

動力船 5㌧未満船 1,892隻 47,300,000千円 

5～10㌧未満船 396隻 25,740,000千円 

10～15㌧未満船 97隻 9,215,000千円 

15～20㌧未満船 87隻 10,440,000千円 

20㌧以上 18隻 10,700,000千円 

計 12,023隻 112,928,000千円 
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かき 11,892施設 11,541,836千円 

ほたてがい 6,212施設 5,366,546千円 

ぎんざけ 280施設 1,277,189千円 

にじます 3施設 13,588千円 

さくらます 2施設 9,175千円 

くろそい 2施設 2,052千円 

ほや 2,687施設 1,983,434千円 

えむし 8施設 6,0千円 

計 67,144施設 26,898,266千円 

※ 水族被害は除く      

ロ） 増殖場 

    １４施設    被害額 １，２６９，７１０千円  

 

（ホ）漁業用資材被害 

    １，６０９箇所  被害額 １９，２９０，７７０千円 

イ） 定置網 ８３１ケ統   被害額 １０，３１６，２６８千円 

定置網 統数 被害額 

小型定置 790ヶ統 7,900,000千円 

大型定置 41ヶ統 2,416,268千円 

計 831ヶ統 10,316,268千円 

※ 施設数（統数）は平成２０年９月の漁業権一斉切替時の数字。 

  金額については，大型定置は免許申請時の施設費用の積み上げ。小型定置は１ヶ統当たり１千

万円として試算。 

ロ） 養殖用資材 ７４１台   被害額 ８，６７４，５２５千円 

     ノリ自動乾燥機  １３０台    ７，５９０，０００千円 

     ワカメボイル釜   ６１１台    １，０８４，５２５千円 

ハ） 漁協在庫品（燃油，資材など）３７箇所  被害額 ２９９，９７７千円 

種類 箇所 被害額 

燃油など 29箇所 50,701千円 

資材など 36箇所 171,888千円 

水産製品など 2箇所 77,388千円 

計 37箇所 299,977千円 

 

（へ）水産動物等被害 

イ） 水産動植物  

   被害数量       ９９，０４５㌧  被害額  ３３，２４７，７９０千円 

養殖種類 トン数 被害額 

のり 10,581㌧ 2,060,000千円 
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わかめ 13,988㌧ 2,120,000千円 

こんぶ 1,621㌧ 180,000千円 

かき 10,870㌧ 13,390,000千円 

ほたてがい 25,301㌧ 6,910,000千円 

ほや 23,780㌧ 2,800,000千円 

ぎんざけ 12,804㌧ 5,640,000千円 

こい，ぎんざけ稚魚など 100㌧ 147,790千円 

計 99,045㌧ 33,247,790千円 

ロ） 冷凍水産物   ※被害額合計に含めない 

      ６．８万㌧    被害額 ４７，６００，０００千円 

   ※ 破損した冷凍庫内に保管してあった冷凍水産物 平均単価７００円/ｋｇ 

 

（ト）県施設被害 

      ６施設，６隻       ９，２０８，５５１千円 

     ※ ６施設：水産技術総合センター，同気仙沼水産試験場，同水産加工開発部，同養殖生産

部（種苗生産施設），漁業無線局，漁業取締船待機所 

 

水産業関連被害額合計 
６８９，５９１，１９６千円 

（県施設除く６８０，３８２，６４５千円） 

※水産業関連被害額合計は，水産加工場，冷凍冷蔵庫などの施設被害及び在庫の加工品や冷凍水産

物の被害額は含まない。 

 

（２）本県水産業の特徴 
イ 漁業・養殖業 

本県は，前面に広がる豊かな漁場及び遠洋漁場から集積される多種多様な水産物を活用して全国屈

指の水産県として発展してきました。 

牡鹿半島以北では，採介藻漁業や漁船漁業とともに，リアス式海岸特有の急深な小湾を利用して，

カキやワカメ，ホタテガイなどの養殖業が盛んに行われています。 

一方，牡鹿半島以南の広大な仙台湾においては，小型底びき網漁業や刺網漁業などの漁船漁業，遠

浅の沿岸部を利用したノリ養殖業などが盛んです。また，牡鹿半島沖合の金華山・三陸沖漁場では沖

合漁業が，さらに，遠く海外の漁場においても本県漁船による遠洋まぐろはえ縄漁業などの遠洋漁業

が盛んであり，本県の遠洋漁船の船籍数は全国屈指です。 

平成２２年の海面漁業・養殖業生産量は約３５万トン（全国５２３万トン，構成比６．６％）で北

海道に次ぐ全国第２位，同様に海面漁業・養殖業生産額は，７７７億円（全国１兆３千９９３億円，

構成比５．６％）で全国第５位に位置していましたが，平成２３年３月に発生した東日本大震災によ

り，本県の漁業・養殖業は壊滅的な被害を受け，生産は大幅に減少しました。平成２７年は，被災施

設の復旧が進んだことなどから海面漁業・養殖業の生産量は約２４万トン（対前年比９７％）で全国

第３位，生産金額は約７３７億円（対前年比１１１％）で全国第５位にまで回復しました。 
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資料：農林水産省 HP「海面漁業生産統計調査」 

図１ 都道府県別の海面漁業・養殖業生産量（平成２７年） 

 

 

 

資料：農林水産省 HP「海面漁業生産統計調査」 

図２ 都道府県別の海面漁業・養殖業生産額（平成２７年） 
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全国 ：1兆4,874億円 

宮城 ：         737億円 

（注）漁業に関する数量及び金額を表す統計には「属人統計」と「属地統計」があります。 

「属人統計」は生産者の所在する都道府県（場所）ごとの集計であり，「属地統計」は水揚港の 

所在する都道府県（場所）ごとの集計です。この資料では断りのない場合には，「属人統計」を使

用しています。 
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(イ)主な水産物の全国順位 

本県には全国有数の生産量を誇る魚種が数多くあります。平成２２年の海面漁業生産量は，さめ類，

かじき類が全国第１位，さんま，おきあみ類，きちじ，あわび類などは第２位，かつお，たら類，さ

け類が第３位でした。また，海面養殖業においても，ぎんざけ及びほや類が全国第１位，かき及びわ

かめは全国第２位でした。しかし，東日本大震災により，漁船・漁具，養殖施設，産地魚市場などが

大きな被害を受けたことから，平成２３年は，多くの魚種で生産量は大幅に減少しました。 

平成２４年以降は，被災施設の復旧とともに生産量は回復し，平成２７年の海面漁業生産量は，

さめ類，かじき類，ひらめ,がざみ類が全国第１位，さんま，まぐろ類,おきあみ類、あわび類が全

国第２位，たら類，さけ類,いかなご,あなご類が全国第３位となっています。ひらめ,がざみ類は

東日本大震災後に著しく増加しています。また，海面養殖業生産量では，ぎんざけ，ほや類が全国

第１位，かき，わかめが全国第２位となっています。 

 
表１ 本県における主な水産物の生産量と全国順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ×：未公表 －：実績無し 

資料：農林水産省統計部「漁業・養殖業生産統計」他統計資料を改編 
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ロ 水産加工業 

本県水産加工業は，特定第３種漁港である塩釜，石巻及び気仙沼港における豊富な水揚げと高い技

術に支えられ，全国でもトップクラスの地位を築き上げてきました。 

本県漁業が２００海里規制により北洋漁場から撤退した後は，加工原魚の多くを海外からの輸入に

頼らざるを得ない状況ですが，全国屈指の生産量を維持していました。 

平成２２年の水産加工品生産量は約３８万トンで，全国第２位（全国３３６万トン，構成比約１１．４％）

となっていましたが，平成２３年は東日本大震災により，水産加工場，冷凍冷蔵庫などが被害を受け，

水産加工生産量は７．７万トンで全国第１１位となりました。平成２７年は，被災した加工場の復旧

が進み，生産量は２５．１万トン（対前年比１０９％）で全国第３位に回復しています。 

 

資料：農林水産省 HP「水産物流通調査」 

図３ 都道府県別の水産加工生産量（平成２７年） 

 

(イ)主な水産加工品と全国順位 

本県には全国有数の生産量を誇る特徴ある水産加工品が数多くあります。平成２２年の生産量は，

笹かまぼこで有名なねり製品であるかまぼこ類，水産物調理食品，たら・すけとうだら塩蔵品及び水

産物漬物は全国第１位，いか塩辛及び生鮮冷凍水産物（全魚種合計）が全国第２位となっていました

が，平成２３年は東日本大震災の影響により，各品目の生産量は大幅に減少しています。平成２４年

以降，生産量は回復し，水産物調理食品，たら・すけとうだら塩蔵品が全国第１位，いか塩辛，水産

物漬物が全国第２位となっています。 

表２ 本県における主な水産加工品の生産量と全国順位の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省 HP「水産物流通調査」 
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（３）漁業の概況 

イ 本県漁業の基本構造 

(イ) 漁業経営体数 

漁獲量の減少や魚価低迷による漁業収入の減少，漁業設備投資の増大，漁業用燃油価格の急騰に伴

う漁業支出の増加などにより厳しい経営を余儀なくされている本県の漁業経営体は，従事者の高齢化

などとも相まって，その数は年々減少傾向にあります。 

東日本大震災後に実施された調査によると，４，００６経営体のうち３，９９０経営体（９９．７％）

が被災しましたが，震災後漁業を営んでいる経営体は平成２５年３月１１日現在で２，８５０経営体

（平成２４年３月１１日現在では１，６８０経営体）となっています（出典：農林水産省大臣官房統

計部「東日本大震災による漁業経営体の被災・経営再開状況－平成２５年３月１１日現在－」）。 

平成２５年の本県の漁業経営体数は，各漁業区分において減少し，全体では２，３１１経営体

（対平成２０年比５７．７％）となっています。 

表３ 漁業経営体数の推移 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局統計情報部「宮城県漁業の動き」，東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」    

農林水産省統計部「漁業センサス海面漁業調査」 

  

 

(ロ) 漁業就業者数 

平成２０年「第１２次漁業センサス海面漁業調査」（平成２０年１１月１日現在）の漁業就業者数

は９，７５３人で，平成１５年の第１１次漁業センサス時に比べ１，６９６人（１４．８％）減少し，

県内就業者の人数が初めて１万人を下回りました。平成２５年「第１３次漁業センサス海面漁業調

査」（平成２５年１１月１日現在）の漁業就業者は６，５１６人となり，前回調査時に比べ３，２３７

人（３３．２％）と大幅に減少しました。これを男女別にみると，男性は５，５０７人で２，５６１

人（３１．７％）の減少，女性は１，００９人で６７６人（４０．１％）の減少であり，東日本大

震災の影響により漁業就業者が著しく減少したことがわかります。また，男性就業者の年齢階層別

にみても，各年齢層で減少し，さらに高齢化も進行していることが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ ％ ％ ％ ％ ％

沿岸漁業 1,739 38.4 1,674 37.3 1,687 38.0 1,656 38.0 1,570 39.2 1,048 45.3
養殖業 2,710 59.8 2,723 60.7 2,660 60.0 2,624 60.1 2,366 59.1 1,233 53.4

計 4,533 100.0 4,483 100.0 4,435 100.0 4,363 100.0 4,006 100.0 2,311 100.0

84 861.9 1.9 88

平成２５年

1.9

平成２０年

1.72.0

平成1８年

70遠洋・沖合漁業 1.330

区分
平成15年 平成16年 平成17年

83
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図４ 年齢構成別漁業就業者数の推移 

 

 

 

表４ 年齢構成別漁業就業者数の推移 
（単位：人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省統計部「漁業センサス海面漁業調査」  
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6,000
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12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

15～24歳 25～39歳 40～59歳 60歳以上 女性

（人）

％ ％ ％ ％ ％

15～24歳 546 3.1 243 1.8 210 1.8 237 2.4 144 2.2

25～39歳 2,905 16.5 1,622 11.7 1,081 9.4 963 9.9 739 11.3

40～59歳 8,222 46.7 6,531 47.2 4,767 41.6 3,203 32.8 2,077 31.9

60歳以上 3,320 18.9 3,432 24.8 3,538 30.9 3,665 37.6 2,547 39.1

小計 14,993 85.2 11,828 85.5 9,596 83.8 8,068 82.7 5,507 84.5

2,606 14.8 2,008 14.5 1,853 16.2 1,685 17.3 1,009 15.5

17,599 100.0 13,836 100.0 11,449 100.0 9,753 100.0 6,516 100.0

平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年
区分

男
　
性

女性

計
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(ハ) 漁船隻数 

本県における漁船の総隻数は，東日本大震災以前，わずかな減少傾向にありました。階層区分別に

見ると，２０トン未満の階層では横ばい傾向でしたが，２０トン以上の階層では減少傾向にありまし

た。本県の漁船は，震災により約１２，０００隻が被災しましたが，その後，復旧が進み平成２９年

３月末時点では約８，８００隻が稼働しています（出展：宮城県調べ）。 
 

 

                        表５ 漁船隻数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：漁船統計表 総合報告 
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ロ 漁業・養殖業の生産動向 

(イ) 海面漁業・海面養殖業の生産量 

本県における海面漁業・海面養殖業の総生産量は，昭和６１年の８０万トンをピークに，その後は

遠洋及び沖合漁業の低迷とともに減少してきました。平成６年以降はピーク時の半分の４０万トンレ

ベルで推移しており，平成２２年は３４７，９１１トン(対前年９３．７％）となっていました。 

東日本大震災後は，操業の安全性などを確保するため，宮城海区漁業調整委員会により平成２３年

４月１５日から５月３１日までの間，漁業・養殖業の操業を停止する委員会指示が発動されたこと，

また，魚市場などの水産関連施設が被災したこと，漁船・養殖施設が壊滅したことなどにより，平成

２３年の生産量は１５９，０８９トン（対前年比４５．７％）と大幅に減少しました。 

平成２７年は，被災した漁船・養殖施設の復旧が進んだことから生産量の増加が見られ，海面漁業

が１６５，３２０トン（対前年比９４％），海面養殖業が７６，７５２トン（対前年比１０４％）と

なっています。 

 

図５ 漁業生産量の推移 

 

表６ 漁業生産量の推移 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」 
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(ロ) 海面漁業・海面養殖業の生産額 

海面漁業・海面養殖業の総生産額は，水揚量の減少や魚価の低迷などにより，昭和６０年の１，９００

億円弱をピークに減少傾向をたどり，平成１２年に１，０００億円台，平成１７年に８００億円台を

割り込みましたが，平成１８年から平成２０年までは８００億円台に回復しました。しかし，平成

２１年及び２２年は再び８００億円を割込む厳しい状況となりました。 

平成２２年の生産額は，海面漁業は５２３億５，３００万円(対前年比９８．３％），海面養殖業

は２５３億２，６００万円（対前年比９８．１％）となり，海面漁業及び海面養殖業ともに前年より

若干下回りました。 

平成２３年は東日本大震災により，漁業・養殖業の生産量が大幅に減少していることから，生産金

額も４３８億１，１００万円（対前年比５６．４％）と大きく減少しました。 

平成２４年以降，生産額は徐々に回復し，平成２７年は，海面漁業が５３０億円（対前年比１１２％），

海面養殖業が２０６億円（前年対比１０５％）となり，それぞれ前年を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 漁業生産額の推移 
                                                                          

 

 

表７ 漁業生産額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」 
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(ハ) 主な漁業種類の生産動向 

イ）遠洋漁業 

遠洋漁業として分類される主な漁業種類には，遠洋底びき網漁業，大中型まき網漁業，遠洋まぐろ

はえ縄漁業，遠洋かつお一本釣漁業などがあります。遠洋漁業の生産量は，昭和４８年のピーク時に

は４０万トンほどありましたが，昭和５２年の２００海里規制に伴う北洋漁場からの遠洋底びき網漁

業の撤退や，その後の国際的な漁業規制などによる遠洋まぐろはえ縄漁船の減船とこれに伴う生産量

の減少などが主要因となり，平成１５年には１０万トンを割り込み，平成１８年以降は，ピーク時の

１５％以下にまで減少していました。 

遠洋漁船は東日本大震災による被害が沿岸漁船に比べて小さかったため，震災後も操業が行われて

おり，魚市場や冷凍冷蔵施設が被災した影響で水揚港の変更や水揚げの制限があったものの，大幅な

生産量の減少はみられませんが，平成１９年以降は減少傾向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 遠洋漁業における生産量の推移 

 

 

 

表８ 遠洋漁業における生産量の推移 

 
資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」  「ｘ」：未公表 ，「－」：実績なし 
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ロ）沖合漁業 

沖合漁業として分類される主な漁業種類には，沖合底びき網漁業，さんま棒受網漁業，近海まぐろ

はえ縄漁業などがあります。沖合漁業の生産量及び生産額は，昭和５０年代から６０年代にかけて，

イワシの豊漁によって３０万トンを超えピークを迎えましたが，イワシ資源の減少とともに激減しま

した。しかし，ここ数年は当時との比較では低位ながら，概ね１０万トン前後で推移していました。 

また，平成２２年はサンマの不漁により，さんま棒受網漁業の生産量が２万８，１８８トン（前年

対比６１．４％）に減少しました。 

平成２３年は東日本大震災によりさんま棒受網漁業以外の全ての漁業種類でその生産量が減少

しましたが，平成２４年以降は，生産量が徐々に回復しています。また，平成２７年はさんま，い

かが不漁となり，さんま棒受網漁業の生産量が１５，５３６トン（対前年比５３．３％），沿岸い

か釣漁業の生産量が１５１トン（対前年比９０．４％）に減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 沖合漁業における生産量の推移 

 

 

 

表９ 沖合漁業における生産量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」    「ｘ」：未公表 ，「－」：実績なし 
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ハ）沿岸漁業 

沿岸漁業として分類される主な漁業種類には，定置網漁業，小型底びき網漁業，採貝・採藻，その

他刺網漁業などがあります。沿岸漁業は，漁船の性能や生産技術の向上などにより，昭和４０年代以

降は生産量及び生産額ともに比較的安定して推移してきました。最近では漁海況の変化などにより年

による増減は見られるものの，ほぼ横ばい傾向で推移していました。 

平成２３年は東日本大震災により被災した産地魚市場が再開したことにあわせて，刺網漁業，小型

底びき網漁業，定置網漁業などが順次操業を再開しましたが，全ての漁業種類で生産量が大幅に減少

しました。 

平成２４年以降の生産量は，徐々に増加し，平成２７年の生産量は東日本大震災前の平成２２年の

約９割まで回復しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 沿岸漁業における生産量の推移 

 
 
 

表１０ 沿岸漁業における生産量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」      「ｘ」：未公表 ，「－」：実績なし 
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ニ）海面養殖業 

海面養殖業の生産量は，昭和５６年以降増加傾向にありましたが，平成１３年以降は１３～１４万

トン前後で推移していました。 

東日本大震災により多くの養殖施設が被害を受け，震災後は一部種苗が残ったかき，単年度で収穫

が可能なのり，わかめなどの海藻類を中心に一部で養殖業が再開されましたが，平成２３年の生産量

は大幅に減少しています。平成２４年の生産量は，再開されたぎんざけ養殖が９，４８１トン，養殖

施設の復旧が進んだわかめ養殖は１７，３６７トン（対前年比５２０％）で，東日本大震災前の約９

割まで回復しました。平成２７の生産量は，ぎんざけ養殖が１３，００７トン（対前年比１０９％），

ほや養殖が４，８７３トン（対前年比１２０％），ほたてがい養殖が８，６７０トン（対前年比９９％），

のり類養殖が１４，９２３トン（対前年比１０５％）まで回復しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 海面養殖業における生産量の推移 

 

 

表１１ 海面養殖業における生産量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」      「ｘ」：未公表 ，「－」：実績なし 

 

（注）平成１８年から平成２０年までは魚類養殖の生産量が未公表となっているため，グラフなどには反映されて

いません。なお，平成１８年から平成２０年の魚類養殖の生産量は約１万トン前後と見込まれます。 
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(ニ) 主要魚種別生産状況 

平成２２年の主要魚種別生産量（養殖を除く）では，①かつお，②さんま，③まぐろ・かじき類の

順となっています。 

平成２３年は東日本大震災により魚市場や冷凍冷蔵施設が被災した影響で，水揚港の変更や水揚の

制限を余儀なくされたため，全般に生産量は減少し，特に，いわし類，さば類，たら類が大幅に減少

しました。平成２４年以降は，さば類，たら類などは生産量が増加傾向にありますが，さんま，いか

類の生産量は減少傾向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 本県における生産量上位１０種の推移 
 
 
 
 

表１２ 本県における生産量上位１０種の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」      「ｘ」：未公表  
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(ホ) 内水面漁業 

本県の内水面漁業では，シジミ及びジュンサイなどを対象とする第１種共同漁業権５件，アユ及び

ヤマメなどを対象とする第５種共同漁業権２３件が免許されています（平成２５年免許）。第５種共

同漁業権が免許された河川・湖沼においては，漁業協同組合により，稚魚の放流や産卵場の保護など

の資源増殖のための取組が行われており，漁業として組合員による採捕のほか，遊漁としての釣りな

どが行われています。 

そのほか，県内１６の漁業協同組合などの団体がサケの増殖事業に取り組んでおり，サケを採捕す

る海面漁業者との協力体制（定率の水揚協力金の賦課など）を構築して，サケ稚魚の生産・放流によ

り，本県のサケ資源の維持増大を図っています。しかしながら，東日本大震災により，沿岸域のふ化

場が被災したため，平成２２年度の稚魚放流尾数は４，０００万尾（対前年比６０％）となり，平成

２３年度は５，０００万尾，平成２４年度は４，６００万尾と低迷しました。平成２５年度以降は， 

５，５００万尾前後で推移していますが，未復旧のふ化場もあり，震災前の放流尾数の６，０００万

尾～６，５００万尾と比較すると依然低位となっています。 

 

 

表１３ 県内河川などにおける主な放流量の推移         
 

（単位 「アユ」：ｋｇ，「イワナ」・「ヤマメ（発眼卵含む）」：千尾） 

 

 

 

 
資料：東北農政局統計部「宮城農林水産統計年報」 
 

資料：宮城県調べ  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 本県におけるサケ稚魚放流数及び沿岸来遊量の推移 

 

（注）資料は宮城県調べ。サケ稚魚の放流は，例年１月から５月にかけて実施されます。平成２２年度の放流数は平

成２３年１月から５月に放流された合計尾数としています。 
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（４）水産物の流通・加工の概況 

本県の水産加工業は，塩釜，石巻，気仙沼及び女川を中心とした大型産地魚市場への豊富な水揚げ

に支えられ，全国でもトップクラスの地位を築き上げてきました。 

２００海里規制により，本県漁業が北洋漁場から撤退した後は，加工原魚の多くを海外からの輸入

に頼らざるを得ない状況にありながらも，常に全国上位の生産を誇っていました。県内における平成

２２年の製造品の業種別出荷額をみても，食料品出荷額５，７３２億円のうち，水産加工品は２，３

２７億円と食料品出荷額全体の約４１％を占めており，本県において極めて重要な地場産業となって

います。 

 

イ 水産加工の生産状況 

水産加工業は，本県の地域経済を支える重要な産業として発展してきました。しかし，近年漁獲量

の減少に伴い県内産地魚市場への水揚げ量が減少していることや，輸入原魚への依存度が高まる一方

で世界的な水産物消費の増加により，輸入原魚の安定確保が困難になっていること，国内における魚

介類の消費が低迷していることなどから，ここ数年，生産量は横ばい傾向にあるものの，ピーク時に

比べ低い水準となっていました。また，生産額においても，生産量の減少に加え，量販店など川下主

体の価格形成を余儀なくされていることなどから，生産量と同様に低い水準で推移していました。 

平成２２年の本県水産加工品生産量は約３８万トン（対前年比７８．１％），生産額（水産加工品

製造出荷額）は２，５８２億円（対前年比９３．８％）となっていました。 

東日本大震災により，県内６８０カ所の水産加工場，冷凍冷蔵庫などが被害を受けたことから，震

災後の平成２３年の生産は全ての品目で大幅に減少しました。平成２４年以降は，平成２３年に生産

量が大幅に減少した生鮮冷凍水産物をはじめ，かまぼこ類や冷凍食品など多くの加工品で順調に生産

量は回復していますが，依然として生産量，生産額ともに東日本大震災前の平成２２年の水準を下回

っています。 

 

表１４ 宮城県における水産加工品の生産状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        
 

 

 
 

（注） 平成１８年から２２年のねり製品の生産量が非公開となっているが，本県のねり製品の主力はかまぼこ類であることから,平成２２年は水産加

工品生産量を５０，１１５＋３０，９６６＋２５２，７３０＝３８４，３７７トン（約３８万トン）と推定しています。 

 

 

 

平成21年 平成22年

 ねり製品 × × 20,900 × × 33,877 32,893

　　うち，かまぼこ類 50,793 50,115 20,900 32,725 32,086 33,877 32,893

 冷凍食品 30,580 30,966 6,573 7,486 21,788 22,360 24,107

 その他の食品加工品 55,632 50,566 18,182 20,395 37,128 44,015 40,110

　　うち，素干，塩干，煮干，くん製，節製品 4,810 5,733 2,942 1,487 4,380 4,322 4,865

　　うち，塩蔵品 17,724 16,741 6,179 6,748 13,490 16,158 14,962

 生鮮冷凍水産物 355,001 252,730 30,903 62,867 113,507 129,969 153,794

計（未公表値を除く合計） 492,006 384,377 76,558 123,473 204,509 230,221 250,904

 ねり製品（水産練製品製造業） 48,991 40,845 30,868 33,809 32,835 33,140 未公表

 冷凍食品（冷凍水産食品製造業） 80,536 72,099 26,095 34,975 33,555 41,946 未公表

 その他の食用加工品 121,056 118,683 53,440 64,409 79,606 81,062 未公表

 冷凍水産物（冷凍水産物製造業） 24,817 26,574 12,318 6,815 11,766 15,951 未公表

計（未公表値を除く合計） 275,400 258,201 122,721 140,008 157,762 172,099 未公表

（生産量：トン，出荷額：百万円）

平成27年

生産量

出荷額

区分 平成26年平成25年平成23年 平成24年
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ロ 産地魚市場の水揚げ状況 

本県には気仙沼，石巻，塩釜及び女川の主要４魚市場をはじめとした９か所の産地魚市場があり，

そこに水揚げされる多種多様な水産物は，仙台や築地などの消費地市場を中心に全国各地へ出荷され

ています。 

沖合漁業の対象種である主にイワシを中心とした多獲性魚種の資源量が低位水準であったこと，ま

た，沿岸においても資源量が総じて低水準であったことから，長期的に見ると，本県産地魚市場にお

ける水揚量は減少傾向にありますが，震災以前は３０から４０万トンの間で推移していました。 

平成２３年は東日本大震災により県内全ての産地魚市場が被災し，水揚量は約１０万トン（対前年

比３１％），水揚金額は約２５９億円（４３％）と大きく減少しました。 

平成２４年以降，被災施設の復旧とともに水揚げは徐々に回復し，平成２８年の水揚量は約２４万

トン（対前年比９７％），水揚金額は約５８４億円（対前年比９７％）と，ともに前年並となってい

ます。なお，震災前の平成２２年と比較すると水揚量の約７６％に対し，水揚金額では約９６％と回

復しています。 

魚市場別にみると，水揚量は，塩竈釜市魚市場が２１，６４９トン（対前年比１１５％），女川魚

市場が４３，８４８トン（対前年比１０２％）と増加しましたが，気仙沼市魚市場が７５，６６６ト

ン（対前年比９９％）とほぼ前年並み，石巻魚市場が９５，３６４トン（対前年比９２％）と減少し

ました。水揚金額は，塩竈市魚市場が１０３億９千万円（対前年比１０２％）と増加しましたが，女

川魚市場が７９億７千万円（対前年比１００％）と前年並み，気仙沼市魚市場が１９９億３千万円（対

前年比９４％），石巻魚市場が１６６億５千万円（対前年比９２％）と減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宮城県農林水産部水産業振興課「水産物水揚統計（属地統計）」 

                               図１３ 県内産地魚市場の水揚量の推移 
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資料：宮城県農林水産部水産業振興課「水産物水揚統計（属地統計）」 

図１４ 主な産地魚市場の水揚額の推移 

 

 

表１５ 各産地魚市場の水揚（平成２８年） 

 
資料：宮城県農林水産部水産業振興課「水産物水揚統計（属地統計）」 
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